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第2部 各 論

第1章 郵 便

第1節 概 況

郵便事業にとって,52年 度は比較的順調に推移 した年であった。 しかしな

が ら,郵 便事業をめぐる社会経済環境は依然として厳 しいものが予想され,

今後ともその動向を十分注視 していく必要がある。

まず,郵 便物数の動向についてみると,52年 度の年間総引受郵便物数は約

138億 通と,前 年度に比べ5.7%の 増加を示 した。 しかし,郵 便物の種類に

より伸びのアンバランスがみ られる。すなわち,第 一種郵便物は前年度に比

べ4 .5%増 と全体の伸びを下回ったが,第 二種郵便物は前年度に比べ10.3%

増と大幅に伸びた。 また通常郵便物の特殊取扱いは,前 年度に比べ0.6%増

とほぼ横ぽいであった。

事業財政についてみると,郵 便事業収入は7,956億 円,支 出は7,773億 円

とな り,こ の結果,51年 度から繰 り越された借入金1,875億 円は1,695億 円

となった。

郵便の業務運行は,春 闘及び年末期の闘争時を除いておおむね順調に推移

した。

51年6月 「社会経済の動向に対応する郵便事業のあ り方について」郵政審

議会に諮問がなされたが,同 審議会では1年 有余にわたる慎重な審 議 の 結

果,52年7月 に答申を行った。答申の内容は,郵 便事業をめぐる今後の社会

経済環境は非常に厳 しいものが予想され,事 業経営は決して楽観を許される

ものではな く,し たがって,郵 便事業に求められる課題は,自 らの努力と責
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任によって健全な経営を確保し,社 会経済動向に適切に対応することである

とし,事 業運営の効率化 ・合理化,サ ービスの適正化 と利用老の協力,郵 便

物の種類のあ り方,郵 便事業の企業的経営,の 各項にわたって提言が行われ

ている。

49年6月 将来における全通信体系の中での郵便の位置づけ,及 びそのある

べ き姿について,総 合的な調査研究を行 うことを目的として設置された 「郵

便の将来展望に関する調査会」は,52年 度において も引き続き郵便及び郵便

事業についての基礎的な調査研究を行った。

第2節 郵便事業の現状

1郵 便物数の動向

52年度の総引受郵便物数は137億6,318万 通(個)で 対前年度比5.7%の

増加となった。

郵便物数の動向を種類別にみると,ま ず第一種郵便物は4.5%の 増加で,

郵便物全体に比 し若干伸びが小さくなっている。

第一種郵便物を定形 と定形外に分けてみると,定 形が4.8%の 増加である

のに対し,定 形外の増加は小幅で2.4%の 増加にとどまった。

第二種郵便物は,伸 びが目覚ましく10.3%の 大幅な増加 となった。

第三種郵便物は,近 年減少傾向を示 してお り,他 の種類の郵便物がおおむ

ね増加 した中で0.2%と わずかなが ら減少 となった。

第四種郵便物については,農 業用種苗等の減少が続 い て お り,本 年度も

26.3%の 減少をみたが,他 の種類が増加 したため第四種郵便物全体としては

3.6%の 増加 となっている。

書留通常郵便物は全体で0,6%の 微増であるが,そ の内訳をみると一般書

留が2.9%の 減少を示 したのに対 し,簡 易書留は増加を続け本年度も7.8%

の増加となっている。
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昭和52年度総引受郵便物数
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(単位1千 通(個))

(注) L

a

4

△印は減を示す。 2。 書籍小包は再掲である。

年賀・選挙・外国郵便物については,全 部を 「切手ち ょう付」に含めた。

「切手ち ょう付」には,料 金計器別納,無 料等を含む。
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また,普 通速達通常郵便物は0.7%の 微 増であ る。

次 に,内 国小包郵便物 は5.0%の 増 加 とな ってい るが,こ れ は前年度 と同

様書籍小包 の大幅 な増加 に よる ものであ り,一 般小包 は0.4%の 微 減 となっ

ている。

年 賀郵便物 は4.7%の 増 加 で,過 去最 高の5G年 度物 数をわず かに超 えた。

外国(差 立)郵 便物 は,6.9%の 増 加 となってお り,近 年 の伸びは順調で

あ る。

2郵 便 局 等

(1)郵 便 局

52年度末現在の郵便局(簡 易郵便局を含む。)数を,51年 度末現在 のそれ

と比較すると,第2-1-2表 のとお りである。

郵便局(簡 易郵便局を含む。)の数は,前 年度末現在に比べ210局 増加して

いるが,こ れは利用者サービスの向上を図るために集配普通局17局,無 集配

特定局119局 及び簡易郵便局94局 の増加等によるものである。

第2-1-2表 郵 便局数の推移

(2)郵 便局舎の改善

52年度末現在における普通郵便局の局舎総面積は,約323万m2で あ り,52

年度においては,51年 度に比べ約24万m2の 局舎面積の増加が図 られた。

最近5年 間における普通郵便局の局舎面積の増加と,普 通郵便局の定員の

増加を比較すると,第2-1-3表 のとお りである。これによると48年度末を
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100と した場合,52年 度末では定員は104で あるが局舎面積は124で あ り,

局舎面積の増加が定員の増加を上回っている。 このように総体として普通郵

便局の局舎事情は,次 第に好転してきているといえるが,個 別的にみると,

主として大都市及びその周辺部に改善を要する局舎がなお存在 している。ま

た年末年始において,多 量に差 し出される贈答用小包や年賀はがきを処理す

るために要する仮設局舎の建設等の状況は,第2-1-3表 のとお りで あ る

が,都 市部における用地の確保難等もあ り,仮 設局舎の建設に当たって困難

な条件が付加されるよ うになってきている。普通郵便局の局舎については,

今後とも郵便物を効率的かつ円滑に処理し,時 代の進展に対応した郵便サー

ビスを確保していくため,引 き続きその改善を図っていくことが必要な状況

にある。なお特定郵便局の局舎についても,52年 度において487局 の改善が

実施された。

第2-1-3表 年度別普通郵便局局舎状況

(注)船 舶局3及 び昭和基地内局は含んでいない。

(3)郵 便切手類売 りさばき所及び印紙売 りさばき所

郵便切手類売 りさばき所及び印紙売 りさばき所は,郵 便局の補助的施設と

して,郵 便切手類及び印紙の売 りさばき業務を行っている。

52年度末における全国の売 りさばき所は,10万9,544箇 所 となっている。
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3集 配 施 設

(1)取 集 サ ービス

ポス トの設置数は,52年 度 末で13万8,906本 とな ってい るが,同 年度 中に

大都市やその近郊な ど,地 況 の発展 の著 しい ところを 中心 に1,742本 増 設 し

た。そ の普及状況 は,52年 度 末 でみ ると1本 当た り人 口822人,1本 当 た り

面積2.7km2で あ り,他 方諸外 国の普 及状況 と比較 してみれぽ,第2-1-4表

に み られ るとお り,お おむね同程度 とな って いる。

第2-1-4表 国別郵便ポスト普及状況

(1976年 度)

(注)1.UPU郵 便 業 務 統 計 表 に よ る。

2.米 国 は1973年 度 の資 料 に よ る。

一方,都 市内に設置 されているポス トについては,最 近の 交通規 制 の強

化,交 通難の激化に伴い,取 集作業時間の延伸を来 し,あ るいはポス トの移

転等を必要とするものが増加 しているなど,取 集作業が困難になってきてい

る。

ポス トか らの取集度数は,郵 便物の多少により1日1度 か ら5度 までの間

で設定しているが,前 述の状況により取集便か ら運送便への接続が不安定に

なっていること,ま た,差 出状況に対応した取集便とすることなど,取 集便

を再編成 し,安 定的かつ効果的な取集サービスを確保するよう検討する必要
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がある。

(2)配 達サービス

ア.配 達区及び配達度数

配達区(1日,1人 が配達を分担する区画)は,52年 度末現在4万9,758区

であ り,同 年度中に,発 展する大都市及びその周辺を中心に総体で201区 増

加した。なお,過 疎過密化現象の進行に即 して,人 口希薄な地域の配達区を

併合す るなどして再編成し,そ れによって減じた区を過密地域に増区する努

力も引き続き行っている。

また,52年 度末現在の配達度数別の配達区画の現状は,第2-1-5表 のと

おり2度 以上の配達が約半数を占めている。諸外国における2度 配 達 区 域

は,お おむね ビジネス地域等ごく限 られた地域となっており,し かも配達度

数は次第に減回される傾向にある。我が国においても,配 達度数 に つ い て

は,労 働力の効率的活用を図 り,経 済的な業務運行を維持する観点から今後

検討を進めるべき大きな課題となっている。

第2-1-5表 郵便配達区画の状況

(52年度末現在)

(注)配 達箇所数は実際に配達を要する箇所数であって,複 数世帯が同一箇所に居

住する場合は1箇 所とする(私 書箱を除く)。

イ.速 達 配 達

速達配達区域は,郵 便局か ら陸路4km以 内の地域及び4kmを 超え8km

までにあ り,か つ,速 達郵便の配達物数の多い地域とされている。52年10月

現在では全国の世帯数の91%に 相当する3,200万 世帯が速達配達区域内とな
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っている。

ウ.辺 地 集 配

郵便の集配サービスについては,辺 地に至るまで原則として毎日各戸配達

のサービスを提供 しているが,交 通が困難な地域等については郵便規則第85

条を適用 して,年 間を通じ,又 は期間を限って郵便局の窓 口に お い て 交付

し,あ るいは郵便局長の指定する場所に設置された集合郵便受箱,又 は,受

取人が配達区域内に指定した受取場所に配達する方法を採っている。 これ ら

の方法により,郵 便物が交付又は配達される世帯は約1万 世帯 で あ る。 ま

た,上 記に準ずる地域について も,実 情に応 じて集配度数を減回し1日 おき

に配達するなどの方法を採っている。

(3)集 配作業環境の改善

集配作業を円滑に行 うには,そ の作業環境の与 える影響は大きい。特に都

市部においては高層 ビルデ ィソグの増加,交 通規制,交 通難の激化,急 速な

都市化に伴 う地番の混乱等により,次 第に集配作業環境は悪化 している。し

たがって,円 滑な集配サービスを提供するには郵政省の経営努力とともに,

利用老の協力を得て作業環境の改善を図る必要がますます大 きくな って い

る。これまでの施策の状況は次のとお りである。

ア.高 層 ビルディング配達

都市において,大 型化 ・高層化が進む建築物に対する配達作業を効率的に

するため,36年 の郵便法及び郵便規則の改正により,3階 以上のエ レベータ

ーのない建築物については,郵 便受箱の設置を郵便の配達を受けるための条

件とした。一方,エ レベーターのある建築物についても,集 合受箱の設置,

及び一括配達の勧奨を推進 し,こ れ らについては43年7月 か らは勧奨の効果

を高めるため協力者に謝礼金を交付 している。

しか し,51年 度末現在,上 記エ レベーターのある建築物 の うち 全棟数 の

1.6%に 当たる約500棟(配 達箇所約2万9千 箇所)に ついては,集 合受箱

設置も,一 括配達も行われてお らず,ま た,高 層ビルデ ィングが今後毎年増

加 していくことが予想されることか ら,今 後 とも上記施策を強力に進めてい
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く必要がある。

イ.郵 便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱を設置するよう協力を求めてきたが,52年 度末現在で全配達箇所数

約3,150万 箇所のうちの約80%に 当たる約2,521万 箇所の設置協力が得られ

た。しかし,な お多数の未設置箇所があることから,今 後とも引き続き強力

に勧奨を進めていく必要がある。 このほか,二 階建て建築物や集合住宅につ

いては,配 達作業が難渋している実情 もあり今後集合受箱の設置を促進する

必要がある。

ウ.住 居 表 示

地番等の混乱による作業難を解消するため,37年5月 「住居表示に関する

法律」が施行されて以来,今 日まで,郵 政省は関係機関と協力して新住居表

示の実施促進を図るとともに,住 居表示制度実施地域に対 して,住 居番号表

示板を寄贈するなどのバ ック・ア ップをしてきたところである 。しかし52年

9月 末の進ち ょく率は地方自治体の実施計画数1,676万 世帯に対 して,実 施

済世帯数は1,171万 世帯で実施率70%(全 世帯に対しては34%)に すぎず,

かつ,最 近は実施率が伸び悩んでいる。実施困難な理由の一つに,地 方自治

体の財政事情があると思われ,郵 政省では46年度から簡易保険積立金による

短期融資の途を開いている。

(4)郵 便集配用機動車

外務員の労力の軽減と作業の能率化のため,集 配作業に軽四輪車,自 動二

輪車の導入を進めてきたが,52年 度末現在で 全国の配備両数は 軽四輪車 が

3,988両,自 動二輪車が5万2,073両,計5万6,061両 となっている。 これ

ら機動車の配備状況は第2-1-6表 のとお りである。

なお,最 近における道路交通事情の悪化等から郵便外務員の交通事故の発

生は,52年 度では,4,689件 となっている。こうした状況にかんがみ外務員

に対し安全運転意識を徹底させるとともに,運 転技術の向上を図 り,交 通事

故を防止するため,安 全運転技術講習会等の各種講習会,車 両の点検整備の
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強化等交通事故防止対策に力を入れてい る(第2-1-7表 参 照)。

第2-1-6表 郵便集配作業用機動車の配備状況

(5)集 配作業の外部委託

ア.取 集 関 係

大都市を中心に,中 都市以上に所在す る郵便局の取集作業の効率化を図る

ため,52年 度末で全国の集配普通郵便局1,099局 の うち235局 において郵便

専用自動車による郵便物の取集作業を運送業者に委託 している。

イ.小 包配達関係

都市における労働力の確保難に対処するため,45年 か ら小包配達の外部委

託を試行してきたが,52年 度末現在の委託区数は422区 である。

ウ.辺 地 ・離島の集配関係

辺地 ・離島においては,取 扱物数がきん少であり,地 況 ・交通事情等の関

係で職員が郵便局か ら直接集配することが困難な場合があるので集配作業を

外部に委託している。 これ らの委託区は,52年 度末で1,527区 となってい
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る。

(6)郵 便私書箱の利用状況

集配郵便局や大都市の高層ビル内の無集配郵便局等には郵便私書箱が設置

されている。52年 度末における郵便私書箱の設置数は8万6,837個 であ り,

この うち4万7,110個 が利用されている。

4郵 便 輸 送

(1)郵 便輸送施設の現況

郵便物の輸送は,遠 距離は鉄道,航 空機を主力とし,近 距離及び大都市内

は自動車を主力に して行っている。

52年度末現在におけるこれ ら輸送施設の現況は第2-1-8表 のとお りで,

鉄道,自 動車,航 空機の三輸送機関で全体の延距離の94%を 占めている。

第2-1-8表 郵 便輸送施設の現況

(52年度末現在

(注)道 路とは,自 動二輪車,自 転車,徒 歩等による輸送をいう。

(2)郵 便輸送施設の推移

郵便輸送施設の推移をみると第2-1-9表 のとお り自動車,航 空の施設が

大幅に増加 している。これは,国 鉄 ・私鉄の合理化推進により,郵 便輸送に

適しなくなった線路がでてきた反面,道 路状況が改善されるな どのため,そ

れぞれ 自動車輸送に切 り替えられたこと,及 び航空便の大幅開設によるもの

である。
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第2-1-9表 郵便輸送施設の変遷(1日 当た り延べキロ程)

(単位:km)

(注)1.()内 は40年 度 末 を100と した 指 数 で あ る。

2.「 道 路 」 欄 は,自 動 二 輪 車,自 転 車,徒 歩 等 に よ る輸 送 で あ る 。

(3)郵 便 輸送施設の開廃

52年 度におけ る主 な郵便輸送施設 の開廃 については,航 空輸 送で小松 ・札

幌線(52.4.1)鹿 児 島 ・奄美 諸島線 の鹿児 島 ・与論 間(52.6.1)に 上 下

各1便 を開設 した。

鉄道輸送で は東京 ・青森 線の東京 ・仙 台間上 り締 切 り便 及び東京 ・仙台間

コンテナ便上下各1便(53.3.27)を 廃 止 した。

自動車輸送 では東京 ・仙台問に東 北 自動 車道 を利用 す る専用 自動車便上下

各1便(53.3.27),熊 谷 ・神保原間 に専用 自動車便上下各3便(53.3.27)

を 開設 した ほか郵便局 の新設に伴 う専用 自動 車便の調 整を図 った。

船 舶輸送について も高松南局の新 設に伴い,阪 神 ・高松 間に フ ェ リー船 コ

ンテナ便(上 り4個,下 り3個)上 下各2便(52,9.26)を 開 設,併 せ て,

大 阪 ・徳 島間 のフェ リー船 コンテナ便の下 り便に コ ン テ ナ1個 増強 し,更

に,大 阪 ・那覇間 において もフェ リー船 運航に伴 い貨客船 か らフェ リー船 コ

ソテナ便(53.3.16)に 変 更 した。

5郵 便作業の機械化

郵便作業の機械化を推進するためこれまでに東京,大 阪両都市に集中処理
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局を建設するほか,全 国の主要郵便局に郵便番号自動読取区分機,郵 便物自

動選別取 りそろえ押印機,小 包区分装置,書 留複写機,局 内搬送機器等の各

種機械の配備を行ってきた。また,中 小規模の郵便局に適した機械の開発と

配備の拡充に努めてきた。

(1)主 要機械の配備状況

52年度においても,引 き続き各種機械類の配備を行 った。52年 度末におけ

る配備現況は第2-1-10表 のとお りであ り,過 去5年 間の配備状況 の 推移

は,第2-1-11表 のとお りである。

第2-1-10表 主要郵便機械配備状況

第2-1-11表 主要郵便機械配備状況の推移

(2)機 械の改良及び開発

52年度においても機械の性能向上,機能の拡大及び機械の小型化に努めた。

郵便番号自動読取区分機については,中 規模局向けの小型で経済的な機械
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の開発に努めている。また中規模局向けに開発 した選別台付 自動取 りそろえ

押印機,卓 上型の書留複写機,簡 易型の書状自動押印機についてはその配備

を拡充 した。郵便窓 口引受用セルフサービス機にっいては,渋 谷局,東 京中

央局,中 野局に引き続き,大 阪東局及び岡山中央局においても実用実験を始

めたほか小型化の研究に取 り組んだ。

(3)機 械か働効率の向上

郵便作業の機械化は,郵 便番号制等に対する利用者の協力により比較的短

時日の間に成果をあげることができたが,今 後は,中 小規模局に適した簡易

かつ小型の機械の開発を含めて新分野の機械化に努める一方,既 存の機械の

効率的使用について十分配意 していくことが必要である。 このため,郵 便番

号の記載率の向上及びその適正な記載等について,な お一層利用者の協力を

仰ぐとともに機械運用体制を充実,強 化するなど機械処理物数の増大を図る

方策を検討し進めていくこととしている。

6要 員

52年度の郵便事業定員は総人員13万8,079人 で,前 年度と比較すると2,390

人増加している。

都市化の進展 とともに大都市及びその周辺部において特に郵便物が増加し

増員のほとんどはこれ らの地域に充て られている。

最近10年 間の郵便物数の増加と定員の伸びを 比較すると第2-1-12表 の

第2-1-12表 郵便物数と郵便事業定員の推移

内は42年 度を100と した指数である。
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とお りである。 これによると,42年 度を100と した場合,52年 度においては

郵便物数は137,定 員は114で あって,郵 便物数が増加したほどには定員は

増加していない。

これは,集 配運送施設の改善,作 業の機械化,合 理化等を進めて,要 員の

節減を図る努力を していることなどによるためである。

郵便の取扱事務量は,日 又は月により極めて波動性が大きいが,こ れにつ

いては職員の時間外労働あるいは臨時職員の雇用によ り対処 している。

なお,52年 度において職員の時間外労働は延べ2,023万 時間,臨 時職員の

雇用は延べ376万 人に達 している。

7郵 便事業の財政

最近における郵便事業の収支状況は第2-1-13表 のとお りである。

第2-1-13表 郵便事業の収支状況

(単位:億 円)

郵便事業は作業の大部分を人力に依存する労働集約的な事業であって,事

業運営経費のおよそ90%は 人件費的経費で占め られている。

近年における我が国の賃金水準は年 々急速な上昇を示 し,郵 便事業に従事

する職員の給与ベースも第2-1-14表 のとお り上昇が続いた。

この間,各 種の制度改正,機 械化,作 業の効率化について,企 業努力を払

ったが,事 業財政を安定させるまでに至らず,5C年 度(51年1月)に 現在の

郵便料金に改定されたが,既 に多額の赤字が51年 度に繰 り越されることとな
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った。

51年度は,料 金改定等により,単 年度では4年 ぶ りに収入が支出を上回る

ことができ,借 入金を1,875億 円にまで縮少することができた。

52年度の郵便事業収入は7,956億 円,支 出は7,773億 円 とな り,こ の結

果,51年 度から繰 り越された借入金1,875億 円は1,695億 円となった。

上記のとおり,郵 便事業財政は51年1月 の料金改定と経費の節減 に よ っ

て,51年 度及び52年 度はそれぞれ単年度では収支を償 うことができたが,い

まだ過去年度の赤字を解消するに至っていない。

なお,郵 便事業収支は経済情勢,な かんずく人件費水準の推移,又 は郵便

の利用動向に大きく左右されるので,今 後これ らの推移又は動向に十分注視

していく必要がある。

第2-1-14表 郵政事業の人件費上昇率及び給与べ一スの推移

8外 国 郵 便

(1)外 国郵便物 数の動向

ア.概 況

52年 度 の外 国郵便物数 は,第2-1-15表 の とお りであ る。
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「

これを対前年度比 でみ ると,外 国あての ものについては,航 空郵便物 は,

8.2%の 増 加 であった のに対 し,船 便郵便物 は0.4%の 減 であ り,外 国あて

郵便物全体 としては6.9%の 増 加であ った。

一方
,外 国来郵便物数 は対前年度比でみれぽ,航 空郵便物は,5.5%の 増

加であ ったが,船 便郵便物は2.8%の 減 少であ り,外 国来郵便物全体 として

は2.9%の 増 加 であった。

次に,外 国あて と外 国来 の郵便物数を比較 してみると,通 常郵便物 につい

ては外国来の ものが外国 あての もの よ り多 く,小 包郵便物にあ っては外 国あ

てのものが外 国来 の ものよ り若干多い。

イ.船 便航空便別 の利用動向

この10年 間におけ る外 国あて通常郵便物の動 きをみ ると,10年 前 に比べて

航空便が36.2%増 加 してい るのに対 して船便 は42。5%減 少 してお り,航 空便

と船便の物 数比 は,42年 度 において航空 便72に 対 して船便28で あった もの

が,52年 度 では86:14に な っている。 また,小 包郵便物については42:58

であ った ものが,64:36に 逆 転 してい る。

一方
,外 国か ら到着す る郵便物については,10年 前 に比べて通常郵便物で

航空便が30.2%増 加 して いるのに対 して船便 は5.2%減 少 してお り,航 空便

と船便の利用比 は,42年 度 において64:36で あ った ものが,52年 度 では,

71:29に 格 差を広 げている。

小包郵便物については42年 度 は33:67と 船 便 で断然優位に立っていた も
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のが,52年 度 では49:51に そ の格差が縮 まって きてい る。

この ことは,外 国郵便 の利用形態が船便か ら航空便 に移行 してい ることを

示 してい る(第2-1-16図 ～ 第2-1-19図 参 照)。

(2)外 国郵便 の地域別交 流状況

52年 度 の調査 に よれ ぽ,外 国あて郵便 物中,通 常 郵便物については,北 ア

メ リカが前年度 の26.4%か ら30.7%と な り第1位 を占めた。前年度 第1位 の

アジァは29.5%か ら28.3%と な り第2位 とな った。 ヨー 舜ッパは27.1%か ら

27.0%と ほ とんどかわ らな かったが,第3位 とな った。

また,小 包郵便物については,北 アメ リカが依然 として第1位 を占め31.8%

か ら34.8%へ 増 えた。 次いで30.4%の ア ジア,21.6%の ヨー ロ ッパ とな って

いる。

第1位 の北 アメ リカと第2位 のア ジアあて郵便 物数が全 体に 占め る割合 は

通常郵便 につ いて は59.0%,小 包 郵便物については65.2%で あ る。

一方
,外 国か ら到着す る郵便物については,通 常郵便物及び小包郵便物 と

もに,北 ア メ リカか らの郵便物が最 も多 く第1位 を 占めてい る。特に,小 包

郵便物 は48。0%と 圧 倒的に多い。 第2位 は,通 常郵便物及び小包郵便物 とも

に ヨー ロ ッパであ り,通 常郵便物で67.9%,小 包 郵便物で71.7%が,両 地域

か ら到着する郵便物 で占め られてい る(第2-1-20図 参 照)。

(3)外 国 通常郵便物 の種類別利用状況

航空郵便物 についてみると,外 国 あて及び外国来 とも書状 の利用が最 も多

く,そ れぞれ航空郵便物全体 の約70%を 占めてい るが,こ れに対 して船便郵

便物では印刷物 の利用が断然多 く,外 国 あて及び外国来 とも船便郵便物全体

の約90%を 占めている(第2-1-21図 参 照)。
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第2-1-16図 年度別外国あて通常郵便物数
1

第2-1-17図 年 度別外国あて小包郵便物数
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第2-1-18図 年度別外国来通常郵便物数

第2-1-19図

「

年度別外国来小包郵便物数



第2-1-20図
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本邦発着外国郵便物の地域別構成(52年 度)
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第2-1-21図 本邦発着外国通常郵便物種類別利用比(52年 度)


